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プ
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ロジェクトの背景

暫定モデルの形成

対立の構図と包括利益の劣位

と の

と比較可

再定義とその意味

能性

むすびに

財務会計の

）の範

かえて

１ ポスト・エン

領域では，一般に認められ

囲内で，企業が利益の金額に

ロンの会計改革と業績報告

ている会計原則（

調整ないし変更を加えて報告

問題

することを「利益管理」

（

った

の企業で利益

の調整だけ

（ ）

が，つぎつ

（財務会計基準

）と呼んでいる
）
。

は，

管理が横行していること，こ

では済まされず，不正な利

。こうした中で， （

ぎと発覚したのである。こう

審議会）は素早い対応を見せ

年９月 日，当時 （証

（会計上の数合わせ）

れに早急に対処しなければ

益操作の問題にまで発展し

年 月破たん）をはじめとす

した事態を受けて，連 議

た。 は， 年７月 日

券取引委員会）委員長であ

と題する公演の中で，多く

，単なるルールの範囲内で

かねないことを指摘した

る企業の会計スキャンダル

会や ，さらに

に「サーベンス・オック

スリー法」（

を公開するす

誓を求める規

改訂のための

本稿は，

ている業績報

）が

べての米国企業ならびに外国

則を発表した（ ）。

ビッグ・プロジェクトを発足

ポスト・エンロンの会計制度

告（ ）の

連 議会で成立したのを受け

企業に年次報告書の内容が

また，会計基準設定機関であ

させたのである。

改革のひとつとして， 年

問題について検討を加えるも

，米国の証券市場で株式

正確であることについて宣

る も，会計基準の

以降， で議論され

のである。この問題は，

（ ）



損益計算書，貸

ものであるが，

における表示問
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借対照表，キャッシュ・フロ

その焦点は何が業績であり，

題に当てられている。

学（第 巻・第３号）

ー計算書をはじめとする財務

それをどのように表示すべき

諸表の様式を取り扱う

か，という損益計算書

が業績

針が不明確また

に対して，複数

を容認している

断に委ねている

品に関する現行

を容認している

報告に関するプロジェクト

は不十分であると指摘されて

の認められた会計方法の中か

が，これと同様に，どの項目

ために，表示上または分類上

の会計基準が，いわゆる「

点も問題視されてきた。

を発足させた動機は，損益計

きたことに関連している。現

らより望ましいと思われる会

をどの区分に分類するかにつ

の利益管理を排除するもので

益出し」などをつうじた純利

算書の表示に関する指

行の会計制度は，企業

計方法を選択すること

いても多くを企業の判

はない。さらに金融商

益（ ）の管理

以上に関連し

益の開示も問題

いことを強調す

したものをプ

），

って，企業は，

ていると見せる

に委ねられるべ

て，企業による「プロフォー

となっている
）
。これは，企業

るために， 上の利益

ロフォーマや

あるいはその他の名称によっ

たとえ 上では損失を

ことができる。こうした開示

き問題であるが， は

マ利益」（

が業績を損益計算書上の利益

に減価償却などの非現金費用

（

て損益計算書の外で開示する

計上していても，プロフォー

それ自体は違法ではなく，最

，損益計算書の様式を改める

）などの 利

や実際の業績よりも高

や一時的費用を足し戻

ものである。これによ

マ上では利益を計上し

終的には利用者の判断

ことによってプロフォ

ーマが不必要と

しかも，業績

起されている。

させていた。

基準を中長期的

のコンバージェ

のである。だが

なる状況をつくり出すことを

報告の問題は米国における国

すでに （国際会計基準審

年９月 日， と

に統合化（ ）する

ンスをも視野に入れながら，

， は暫定的であるとは

課題としたのである。

内問題としてだけでなく，国

議会）は業績報告に関するプ

は「ノーウォーク合意」

ことに合意している。すな

業績報告プロジェクトを進め

いえ， とは大きく異な

際的な問題としても提

ロジェクトをスタート

において，双方の会計

わち は と

なければならなかった

る損益計算書の代替モ

デルを構築した

以下では，ま

算書の様式とそ

い。ついで，

て追跡する。そ

論に達したのか

のである。

ず，議論の前提として，米国

の基礎にある考え方を，近年

における業績報告プロ

の上で，なぜ， は，

，そこでの対立点はどこにあ

における標準的なテキストを

の実務の動向とあわせて整理

ジェクトについて議論の推移

とのダイバージェンスを

ったのかを明らかにしたい。

参考に，現行の損益計

することからはじめた

をその議事録をつうじ

引き起こしかねない結

無区分式

損益計算書の

区分式は，総収

２ 現行の

損益計算書と区分式損益計算

様式には，無区分式（

益から総費用を控除する形式

損益計算書の様式

書

）と区分式（

により利益を表示するもので

）とがある。前者の無

ある。このタイプの損

（ ）



米国にお

図表
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益計算書は，

が指摘される

印象を読者に

これに対し

るために，収

財務比率の計算など財務諸表

一方，表示が簡潔で，ある収

与えにくい点においては長所

て，区分式は，損益計算書

益および費用を因果関係や発

＋ ―
＝

の利用に際して読者に不便

益または費用項目が他の項

が指摘される（

をより情報に富み（

生源泉によって分類し，利

を強いているとして，短所

目よりも重要性が高いとの

）。

），かつ，有用なものにす

益を段階的に表示するもの

である（図表

に分け，前

外の区別は

相違を強調す

同じ水準で持

業間比較や営

米国では，

１）。その基本は，損益計算

者の小計として営業利益（

，規則的（ ）な活動と不

るものであり，これによって

続しそうもないと認識するこ

業効率の評価を助けることに

後述の

書を営業（ ）と営業外

）を示すことに

規則（ ）または二次

，利用者は不規則または二

とができるようになる。ま

なる（ ）。

の表示上の取り扱い以外に

（ ）の２区分

ある（ ）。営業と営業

的（ ）な活動との

次的な活動は将来において

た，営業利益の表示は，企

ついては，区分式と無区

分式のどち

経常損益計算

ルールと異な

れていたが，

協会）の

無区分式の

社，区分

らを選択するかは企業の自由

及び純損益計算の区分を設

る。実務の動向を見ると，米

近年では逆に，区分式を採

採用企業数は 社，区分式は

式は 社となっている。こう

である。この点は，「損益計算

けなければならない」（「企業会

国企業では従来，無区分式

用する企業が多くなっている

によると， 年には，

社であったが， 年には

した状況を反映してか，業

書には，営業損益計算，

計原則」二）とする日本の

の損益計算書が広く利用さ

。 （米国公認会計士

調査対象企業 社のうち

，無区分式の採用企業は

績報告の問題は，区分式損

益計算書のあ

米国では無

する損益計算

の判断である

り方を焦点に議論されている

と

区分式と区分式の選択が認め

書の形式は弾力的である。ど

。しかし， と

のが現状である。

られていることからも推察

の項目を営業のセクション

呼ばれる営業外の項目の中

できるように，企業が採用

に含めるかについても企業

には，その項目に該当する

（ ）



かどうかを判定

せず，それぞれ

である。
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するための要件が明確化され

を独立項目とすべきことが要

学（第 巻・第３号）

，損益計算書に表示するに当

求されているものがある。以

たって他の項目と合算

下の３つの項目がそれ

非継続的営

特別損益項

会計原則変

以上の３つの

（ ［

ことから，

業活動項目（

目（ ）

更に伴う影響額（

項目は，しばしば，

）。ここで

］ ）

と呼ばれ

）

と呼ばれてい

， とは，「継続的営業活

を指している。すなわち，

ている（図表１を再度参照）。

）

る（

動からの利益（損失）」

よりも下で示される

そして，「継続的営業活

動からの利益」

され（

に「特別項目お

米国では，損

げられてきた。

の転換を宣言し

は，「非継続的営業活動項目

），特別項目や会計原

よび会計原則変更に伴う累積

益計算書はどのような項目

）と包括主義

この論争は， （会計原則

たことによって一応の終止符

」が計上されるときのみ，小

則変更に伴う影響額が表示さ

影響額控除前損益」（

）という項

を包含すべきかに関わり，

（ ）との間

審議会）意見書第９号（

が打たれている。とはいえ，

計としての表示が要求

れる場合には，その前

目が示される。

当期業績主義（

で激しい論争が繰り広

）が包括主義へ

現行の損益計算書は，

続的営業活動か

括主義（

ところで，米

特別損益項目に

て表示するた

（

を強調するための境

らの利益」を表示するものと

）と呼

国における

関する （会計原則審議会

めには， 性質が異常であ

），の２つの要件を

界線として，当期業績主義的

なっている。それゆえ，この

ぶことがある（

に関する要件はかなり

）意見書第 号によると，あ

ること（ ），

同時に満たしていなければな

な利益を意味する「継

ような考え方を修正包

）。

厳格である。例えば，

る項目を特別項目とし

発生の頻度が低いこと

らない（

）。しかも，

ないので，地震

なく，同様に，

いては異常な性

このようにし

として取り

）や，減

特別項目か否かの判断に当た

を原因とする損失であっても

運輸業における航空機事故や

質のものではないので特別損

て，特別項目の要件を満た

扱われることになる。例え

損損失（

っては，「企業の事業環境」が

，地震が頻発している地域で

交通事故も，発生の頻度は低

失とはならない
）
。

さない につい

ば，固定資産の除却損（

），リストラクチャリ

考慮されなければなら

のそれは特別損失では

くとも，当該業種にお

ては，

ング費用（

）は，経

通常，営業外の

以上，

定状態にあれば

代後半以降，問

なる中で，リス

営活動において通常発生する

区分に表示される。

の取り扱いについて

， は実務上さ

題は実質化してきている。

トラクチャリング費用や非継

ものであるとして，財務活動

見てきたが，これらの項目は

ほど問題にはならないもので

これは， や事業分割，

続営業活動損益を計上する企

に伴う損益とともに，

，経済やビジネスが安

ある。ところが， 年

事業の再編成が盛んに

業が増えていることに

（ ）



よる。このこ

普通に見られ

米国にお

ともあり，近年では，リスト

るようになっている（

ける業績報告問題（牧田）

ラクチャリング費用を営業

）。

利益の計算に含める実務も

「その

米国の会計

の項目とし

の訂正によ

は期首の留保

もうひとつ

他の包括利

他の包括利益」の取り扱い

基準では，損益計算書に含め

て取り扱われている項目があ

る影響額を示す，「過年度損益

利益に対する増減項目として

は，売却可能有価証券の評

益」（

るべきかどうかについて未

る。ひとつは，過去における

修正」（

取り扱われる（

価差額や外貨換算調整勘定な

）である。 の概念ス

解決のまま，損益計算書外

会計記録の誤り（ ）

）であり，これについて

）。

どから構成される，「その

テートメント（５号および

６号）は，利

として定義

ているのが

示について，

て報告する方

包括利益計算

び 持分変動

ものを「包括

益概念として，一会計期間に

される「包括利益」（

，財務会計基準（ ）第

損益計算書において「純利

式（シングル・ステートメント

書」）を作成し，損益計算書で

計算書において報告された

利益」として表示する方式，

おける出資者との取引を除く

）を規定している

号（ ）である。同

益」に「その他包括利益」

方式）， 損益計算書とは別の

確定された「純利益」と合算

「その他包括利益」項目に「

の３つを示している（

企業の純資産の純増加額

が，その運用指針となっ

基準書は，包括利益の表

を加えて「包括利益」とし

独立した計算書（「その他

して表示する方式，およ

純利益」を加えて合算した

）。

同基準書は

業の裁量に

が上記 を

バーのうち２

業が，包括利

る強調点は，

しかも，同

， を望ましい方法として推

委ねている（ ）。こうし

選択するであろうとして，

人が反対した。事実， と

益を持分変動計算書の構成要

純利益に置かれているのであ

基準書は，「その他の包括利

奨するが，３つの方法のう

た取り扱いには当初から批判

における同基準書の採決

の方法を採用する企業は皆

素として取り扱っている。

る。

益」の構成要素のうち，売却

ちどれを選ぶかについて企

があり，ほとんどの企業

においてもボード・メン

無に等しく，ほとんどの企

事実上，損益計算書におけ

可能証券を時価評価した

際に生ずる未

の計算に組

（

ち，現行のル

の測定につい

なっているの

じた利益管理

実現の評価差額の一部が実現

み入れ，これと同じ額だけ

）またはリサイ

ールでは，ストックについて

ては「実現」概念が重要な役

である。しかし，こうした取

を決して排除するものではな

した場合に，当該金額を改

「その他の包括利益」から

クリング（ ）を要求し

は一部の金融商品に時価が

割を果たしており，利益の

り扱いに対しては，リサイ

く，しばしば問題視されて

めて損益計算書上の純利益

控除する，再分類調整

ている（ ）。すなわ

適用される一方で，フロー

性格を規定する基本概念と

クリングは益出し等をつう

きたことはいうまでもない。

プロジ

年

３

ェクトの背景

月 日， は業績報告に

業績報告プロジェクト

関するプロジェクトをアジェンダに加えることを正式

（ ）



立命館経済

図表 業績報告に関

営業（ ）

学（第 巻・第３号）

する の提案（基本構造）

合 計 再測定前 再

×× ×

測定

×

に決定するとと

投資者，債

もに，プロジェクトの目的と

権者およびその他の者が企業

財務（ ）

税（ ）

包括利益（

出所 辻山［ ］５頁。

して以下の２つを採択した。

の財務業績を評価できるよう

×× ×

×

） ×××

に，財務諸表における

×

情報の表示

財務諸表に

算が可能に

これに先立つ

告プロジェクト

財務業績の構成

こと， プロフ

の改善を図ること。

おける情報について，投資家

なるよう工夫を図ること。

年８月， は

と題するアジェンダ・プロ

を発足させた当時における問

要素に共通の定義がなく，そ

ォーマ利益の使用など純利益

および債権者にとって鍵とな

ジェクトを行っている。そこ

題意識が示されている（

の表示に関して整合的ではな

への依存度の低下をもたらす

るような財務尺度の計

では， が業績報

）。すなわち，

い実務が行われている

ような問題が発生して

いること，およ

について共通

の業績報

諸表全般に及ん

かにあった。

ところで，す

せていたが，こ

び 財務諸表または財務報告

の合意または定義がないこと

告プロジェクトの対象は，

でいるが，その焦点は，現行

でに は に先行

のことも， が業績報

が提供する財務業績の測定値

，がそれである。このこと

貸借対照表やキャッシュ・フ

の損益計算書の表示形式をど

して，業績報告に関するプロ

告プロジェクトを発足させた

または財務業績の指標

からもわかるように，

ロー計算書を含む財務

のように改善していく

ジェクトをスタートさ

ひとつの動機である。

そこで，辻山

う。

でのこ

年，提案されて

ネス（ ）

測定前（

形式が採用され

（ ）（ ）に従い，

れまでの議論では，いくつか

いる様式は，基本的に図表２

に関わる要素と，財務（

）と再測定（

ている。その合計欄の

による業績報告の提案とそ

のタイプの業績報告の様式が

のようになっている。そこで

）に関わる要素とに区分

）の欄に区分し

は，いわゆる包括利

の特徴を整理しておこ

提案されてきたが，近

は，まず，業績をビジ

した上で，各区分を再

ようとするマトリクス

益である。そして当該

様式では，純利

項目として認識

再分類（リサイ

ストックの再

し利益の考え方

の包括利益」に

益の表示が完全に姿を消し

された「再測定差額」につい

クル）してはならないと提案し

評価により認識された保有損

に決定的な相違をもたらす。

いったん繰り入れられた未実

ている。しかも は，い

ては，たとえその後に実現し

ているのである。

益を実現時にリサイクルする

すでに見たように，

現保有損益が次期以降に実現

ったん包括利益の内訳

たとしても再測定前に

かどうかは，業績ない

の会計基準は，「その他

した場合に，そのリサ

（ ）



イクルを要求

績尺度として

案のようにリ

米国にお

している。そこでは，実現概

の強調点はフローの差額で

サイクルを要求しない場合に

ける業績報告問題（牧田）

念が利益を性格づける重要

ある純利益に置かれている。

は，従来型の純利益は示さ

な役割を果たしており，業

これに対して， の提

れなくなり，貸借対照表の

純資産の期間

実現概念はも

経ることなく

は

アナリストな

差額である「包括利益」が業

はや利益の性格を規定するも

，ただちに収益または費用と

暫定モデルの形成

， 年 月から 年２月

ど利用者に対するインタビュ

績ないし利益としての意味

のではなく，ストックの価

して認識されることになる

までの間，業績報告をどう改

ー調査を実施している。こ

を付与される。ここでは，

値の増減は実現のテストを

。

善すべきかについて財務

のインタビューをつうじて

得られた利用

会計情報の質

対して強い不

通しを立てる

また，包括利

るというわけ

また，

ン・ペーパー

者サイドからの意見を要約す

的特徴のひとつである予測価

満もないし，抜本的に変更す

うえで分析の出発点として重

益計算書に対する要望はほと

ではない。

は，

（ ）をつうじて，

ると，つぎのとおりである

値に非常に強い関心を持っ

ることも望んでいない。純

要な指標ではあるが，最も

んどないとはいえ，だから

先行する調査研究のサーベ

（ ）。利用者は，

ている。財務諸表の表示に

利益は業績評価や将来の見

重要というわけではない。

といって強い拒否反応があ

と題するディスカッショ

イと論点整理を行っている。

このディスカ

ート『ジェン

の頃には，包

ぼ，既定路線

このような

開始されたの

書の暫定モデ

ッション・ペーパーでは，

キンス報告書』（

括利益を とする

となっていた。

準備作業を経て， 年 月

である。以下，ボード・ミー

ルが形成されるまでの議論の

現行の損益計算書のモデルと

）， ＋ （ ）のモデルの

シングル・ステートメント方

に，ようやく，ボード・ミ

ティングの議事録および配

推移を跡づけていくことに

， 特別委員会レポ

検討が中心であった。こ

式を採用することは，ほ

ーティングにおける議論が

布資料
）
から，包括利益計算

しよう。

〈 年 月

この日のボ

最初の会議で

的としてい

ンスをとるの

メンバー

績報告プロ

日

ード・ミーティングは，業績

あった。議論は，包括利益計

くのかに関する意見交換から

かという問題に移っていった

の多くは のモデルに何

ジェクトの

報告プロジェクト発足後，

算書における表示を改善し

始まったが，しだいに

。

らかの疑問を持っていた。例

を勤めることになった

当該問題について話し合う

ていくに当たって，何を目

の提案にどのようなスタ

えば， 年 月まで業

（財務アナリスト出

身）は，

の損益計算

は，プロフォ

はプロフォー

常にすれ違い

ではなく，独

の提案に反対の立場からつ

書を緩やかに変更することの

ーマ利益の使用を制限すべき

マ利益の使用にかえって拍

（ ）であり，

自のモデルを開発すべきであ

ぎのように主張した。業績報

みを主眼とすべきである。有

であると考えているが，プ

車をかけることになる。

すでに泥沼化している。

る。

告プロジェクトは，現行

権者（ ）の多く

ロジェクトの現在の方向性

とのコンバージェンスは

は に追随するの

（ ）



また，

づいていること

は，反復

立命館経済

は，現行の会計が複数の測定

から， のアプローチを

的（ ）と非反復（

学（第 巻・第３号）

属性からなる混合モデル（

実際に運用するのはかなり難

）または取引項目

）に基

しいであろうと述べた。

（ ）と見

積りの変更（

るとの考えを示

一方，

スにして，その

に賛成ではない

うした意見は少

こうした議論

）といった

した。

は， とのコンバージ

改善を図るべきであると強

が，それを改善する方向で議

数であった。

の末， コンバージェン

規準によって表示上の分類を

ェンスを最優先すべきであり

く主張した。 も同様に

論をすすめていくべきとの考

スの必要性は認識しながらも

改善していくべきであ

， の提案をベー

， の提案に完全

えを示した。だが，こ

，包括利益計算書に関

して 独

バック価値（

〈 年３月

はしば

要望を聞くため

開催された

望が出されたが

易になるよう反

自のモデルを開発していくこ

）の改善に焦点を

５日

しば利用者サイドを対象に

の を

では，包

，それはつぎのようなもので

復的（ ）と非反復（

と，そのさい，予測価値（

当て，表示方法の改善を図る

，プロジェクトの進行状況や

開催している。 年２月

括利益計算書の表示に関して

あった（ ）。ひとつ

）というタームの

）とフィード

ことに同意した。

論点を説明し，意見や

日にニュー・ヨークで

，いくつかの意見・要

は，業績の見通しが容

定義を明確にすべきで

あるという要望

その他の包括利

他の包括利益は

きとする意見も

こうした議論

められた意見や

による業

である。また，シングル・ス

益に関する情報も時には必要

現行どおり損益計算書から切

示された。

を踏まえて，３月５日のボー

要望に応える方向で業績報告

績報告の提案との相違につい

テートメント方式を採用する

となるという理由から賛成意

り離し，純利益や一株当たり

ド・ミーティングは，

の検討が続けられるべきであ

ては最小限に抑えるべきこと

ことの是非については，

見もある一方で，その

利益の概念を維持すべ

で集

ること，その一方で，

，の２点が確認された。

〈 年４月

この日のボー

号）のモデル

討された後，２

ル・ステートメ

包括利益計算書

得および損失

日

ド・ミーティングでは，

，および のスタッフが

つの決議が行われた。ひと

ント方式に基づく包括利益計

における表示分類を，ビジ

（ ）の３つ

のモデル， （イギ

議論のたたき台として作成し

つは，それまでは暫定的な決

算書が正式に採択されたこと

ネス（ ），財務（

に区分するという決議である

リス財務報告公開草案第

たモデルの３種類が検

定とされてきたシング

である。もうひとつは，

），およびその他の利

。

注目すべきは

関する経営者自

する，

ジネスの定義に

のカテゴリーに

る方式が採用さ

，スタッフが作成したモデル

身の説明（ ）にも

が採用され

ついては ないし

関する判断規準を明確にした

れていた。

では，ビジネスの定義に関し

とづき当該カテゴリーに含め

ていたことである。 お

とする方式，すなわち，

うえで，その規準を満たさな

て，ビジネスの目的に

られるべき項目を決定

よび では，ビ

財務などビジネス以外

い項目をビジネスとす

（ ）



業に固有の状

犠牲になる

米国にお

は，

況によりレリバントで一貫性

，というトレードオフが引き

ける業績報告問題（牧田）

に反対の立場から，当該アプ

のある情報が提供される一

起こされると警告した。また

ローチを採用すると，企

方，企業間の比較可能性が

， は， およ

び

ド・メンバー

できるという

〈 年５

４月 日の

ゴリーについ

念である純

に好意的であるとの見方を示

のうち他の５人は，さまざま

理由から

月 日

ボード・ミーティングでは，

ては未確定であった。この日

負債（ ）にかかる収益

した。だが，こうした意見は

な産業に柔軟に対応でき，

を支持した。

包括利益計算書の表示区分

のボード・ミーティングで

・費用を財務のカテゴリーに

少数であり，７人のボー

利用者に有用な情報を提供

のうち，とくに財務のカテ

は，現金と負債との差額概

含まれるべきことが決定

された。

〈 年

この日のボ

されることに

包括

観（

用すべき

月 日

ード・ミーティングでは，配

なっていた。

利益計算書を改善する上で，

）第１号『営利企業の

）

かどうか。

布資料をつうじて，当初か

概念ステートメント（

財務報告の諸目的』の中で指

または企業業績観（

ら以下の問題について議論

摘されている経営者業績

）を採

にどのよ

包括利

上記 につ

について，つ

その期間にお

象または取引

第５号の中で 得利益（

うな取引または事象を含める

益計算書の小計として何が要

いては，若干の解説を要する

ぎのように説明されている

いていかに職務を遂行した

のみを基礎にして，表明すべ

）として示されている包

のか。

求されるべきか。

であろう。配布資料では，

。「経営者業績観においては，

のか（ ）を経営者が

きであると主張する。これ

括利益計算書の部分集合

経営者の業績と企業の業績

業績報告書は，経営者が

直接コントロールしうる事

に対して，企業業績観のも

とでは，貸

されるべきで

接的であるか

この点につ

の業績の評価

額の見積り…

経営者業績と

借対照表における

あり，したがって，究極的に

を問わず，経営者はすべての

いて， 第１号（

， 『収益力』または企業の

…に役立てるため， 得利

企業業績との区別については

のすべてがエンティ

経営者のコントロールの及

変動に責任をもつ」。

）は，投資者など財務報

長期的収益力を『表象する

益情報を利用することがある

否定的である。

ティの業績測定値に反映

ぶ範囲が直接的であるか間

告の利用者が，「 経営者

』と考えられるその他の金

」（ ）としながらも，

「財務報告

区別していな

ばしば長期的

の能力および

トプットの需

トロールの範

，とりわけ財務諸表は，通常

い。営利企業は，高度に複雑

であり，複雑である。企業の

業績は貢献要因であるが，同

給の特徴，価格変動ならびに

囲をしばしば超える事象およ

，経営者の業績と企業の業績

な組織体であり，その生産

成否は，多くの要因の相互

様に一般的な経済状況，企

偶発的な事象および環境要

び環境要因も貢献要因であ

を区別できないし，また

および流通プロセスは，し

作用の結果である。経営者

業のインプットおよびアウ

因のように，経営者のコン

る。営利企業に生起するの

（ ）



は，通常，多く

の統計的分析を

度を合理的な正

立命館経済

の要因の複雑な相互作用の複

もってしても，経営者または

確さをもって判別することは

学（第 巻・第３号）

合的な成果でもあるので，会

その他の要因がかかる複合的

できない。経営者の過去の行

計的分析のみならず他

な成果に影響を及す程

動は当期の利益に影響

を及ぼし，また

者の支配下にあ

する情報を直接

く，経営者の業

配布資料によ

政状態と一会計

表の理解可能性

，経営者の現在の行動は次期

った一会計期間の企業に関す

提供するわけではない。した

績の事前評価には限界がある

ると， 第 号の記述

期間における財政状態の変

を改善し，さらに，利用者に

以降の利益に影響を及す。財

る情報を提供するが，当該企

がって当該情報は企業の業績

」（ ）。

に従って，包括利益は，期末

動との連携（ ）を示

対してひとつのベンチマーク

務報告は，特定の経営

業の経営者の業績に関

評価のためならともか

時点における企業の財

すものであり，財務諸

を提供することによっ

て企業間の比較

の最近の

観に基づいてい

議論をもとに

おいて 得利益

な限り除外した

満場一致で，「

きないとして，

可能性の改善をもたらすこ

モデルについても， と

ると指摘している。

戻すと，ボード・ミーティン

は，当該期間とは関係のな

ものとされている（

期間外」という概念は包括利

得利益という項目を包括利

とから，企業業績観を支持す

同様に，包括利益を要求する

グは の問題の検討から始ま

い「期間外」（

）。この点について

益の内訳項目を分類するため

益計算書の小計として採用し

るものであるという。

ものであり，企業業績

った。 第５号に

）の項目を可能

，ボード・メンバーは

の規準としては適用で

ないことに同意した。

ついで，議論

ーに資料を配布

る。彼は，現行

に入れており，

展させたもので

計算書は，経営

現行の「その他

は の問題に移った。すると

し，スタッフによるモデルと

の損益計算書は経営者の業

自身のモデルは

あるという点で非常に優れて

者のコントロールの観点から

の包括利益」に含まれる項目

， は，スタッフ

は異なる包括利益計算書のモ

績（

ではなく

いると主張した。

表示カテゴリーを分類し，純

を経営者の業績に関連する区

と他のボード・メンバ

デルを提案したのであ

）に関する尺度を考慮

を発

の提案する包括利益

利益を重視しながら，

分と切り離して表示す

る，という特徴

を示した。

には至らなかっ

行するかのよう

の包括利益」を

計原則変更に伴

を持っていた。こうしたアイ

の提案は，概念フレームワー

た。だが，彼の提案に触発さ

な決議がつぎつぎとなされ

維持する決議がなされた。つ

う累積影響額」を含めるとい

デアに対しては，ボード・メ

クの考え方と首尾一貫してい

れたかのように， との

たのである。まず， 第

いで，「その他の包括利益」

う決議が行われ，さらに，包

ンバーの何人かが関心

ない等の理由から採択

コンバージェンスに逆

号における「その他

の構成要素として，「会

括利益計算書の小計と

して，「継続的

ことが決議され

除く６名が賛成

可能となるよう

外の４名のボー

営業活動からの純利益」（

たのである。これらについ

した。最後に，今後，「その

オープンとすべきかどうかに

ド・メンバーが賛成した。

ては，７名のボード・メンバ

他の包括利益」については状

ついても決議がなされ，

）という項目を設ける

ーのうち， を

況に応じて内容変更が

以

（ ）



米国における業績報告問題（牧田）

〈 年

この日の

会し，双方で

開催された

サイ

の出

月 日

ミーティングは， のボ

の業績報告プロジェクトの到

。そこでは， の決定

ドからの説明に多くの時間

席者は，利用者の多くは包括

ード・メンバーと のボ

達点について議論するため

に関する サイドから

が費やされた。 や

利益計算書の様式の大幅な変

ード・メンバーが一堂に

の合同ミーティングとして

の質問と，それに対する

をはじめとする

更には否定的であること，

（ ）

図表 包

（
（

括利益計算書（ 暫定モデル

）
）

）
―

（ ）
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（ ）

（ ）
（ ）

（
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（
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続などは，利用

サイドが用意し

ルの雛形である

の雛形では，

いるものと解さ

や「継続的営業活

者サイドの意見に基づく決定

た配布資料にある包括利益

。 はここまでリサイク

の

という項目が示

れよう。いずれにせよ，両者

動からの純利益」の採用，「そ

であることを強調した。図表

計算書に関する の暫定

リングに関する決定は一切行

カテゴリーにおいて

されており，リサイクリング

の考え方の隔たりはあまりに

の他の包括利益」の継

３および４は，

モデルと のモデ

っていないが，

の継続を視野に入れて

も大きいといわざるを

得ない。このよ

として進められ

うにして業績報告プロジェ

ることになったのである
）
。

クトは，以後， と の合同プロジェクト

（ ）

図表 包括利益計算書（ モデル）



米国にお

４ 見解対立

ける業績報告問題（牧田）

の構図と包括利益の劣位

以上，

のプロセス

を見たのは，

点のみである

それは業績尺

および

において業績報告プロジ

を概観してきた。明らかなよ

シングル・ステートメントに

。 の包括利益計算書

度として第一義的に重要なも

の再定義とその意味

ェクトが発足してから，暫定

うに， の暫定案におい

基づく包括利益計算書を採

において，包括利益は確かに

のとはみなされてはいない

モデルが形成されるまで

て の提案との一致

用するということ，この一

ではあるが，

。そこで重視されている業

績の尺度と

「継続営業活

益（

のに伴い，い

され，一種の

なぜ，

ひとつの手

張に沿う形で

は，「継続的営業活動からの

動からの利益」と同様の

）の代替物としても提起さ

わゆる

「ゴミ箱」扱いとされている

は， とのダイバージ

がかりは，こうした暫定的な

議論が進められてきたという

純利益」である。それは，現

としての意味を付与されて

れているのである。このよう

もまた，「その他の包括利

。

ェンスを引き起こしかねな

結論に至るまでのプロセスに

事実である。彼は一貫して

行の損益計算書における

おり，また，現行の純利

に が再定義された

益」を含むかたちで再定義

いような決定を行ったのか。

おいて， の主

，業績報告プロジェクトは

現行の損益計

案とのダイバ

基本的には，

た考え方に

ェンスを最優

だ一人であっ

筆者は，

算書の様式の緩やかな変更

ージェンスを決定づけた

業績観として経営者の業績を

真っ向から反対したのは，プ

先課題としてとらえ，

た。

年９月に， のボー

のみを主眼にすべきと主張し

年 月 日のボード・ミー

重視する彼の提案に誘引さ

ロジェクトが発足した当初か

の提案に修正を加えることを

ド・メンバーのうち，

ていた。また， の提

ティングにおける採決も，

れたものであった。こうし

ら とのコンバージ

主張していた た

と に直接イ

ンタビュー
）
す

まず，

の利用者は

持っており，

績報告におい

おける経営者

ができ，将来

る機会を得たが，両者の業績

は，「純利益の有用性

，「経営者が資産を利用してど

経営者のコントロールの及ば

て経営者の業績と企業の業績

の業績は，経営者や戦略に変

の業績を予想する上での最良

観ないし利益に対する考え

を信じている」とした上で，

のように職務を遂行した（

ない要因は将来の利益予想

は区別されなければならな

更がない限り，次期以降も

の基礎となるというのが，

方は対照的であった。

財務アナリストなど多く

）のか」に関心を

の妨げになることから，業

い，と述べていた。過去に

反復的であるとみなすこと

彼をはじめとする多くの財

務アナリスト

が大幅に変更

列分析が困難

これに対

という理由か

彼女はボード

の考え方であるという。また

されることになると，これま

になると述べていた。

して， の考え方は，

ら，敢えて経営者の業績と企

・ミーティングにおいて「そ

，彼は，財務アナリストに

で利用してきたデータや指

「企業の業績は経営者の業績

業の業績を区別する必要は

の他の包括利益」の維持に

とって，損益計算書の様式

標の連続性が失われ，時系

を んでいる（ ）」

ない，というものである。

反対したが，その理由を尋

（ ）



ねると，「その

様の理由から

（

立命館経済

他の包括利益」の根拠となる

，彼女はリサイクリングに

）に関する との共同

学（第 巻・第３号）

「概念的基礎がない」からで

も反対である。ちなみに，

論文（

あると述べていた。同

彼女は，「利益の質」

）の中で，利益の質を

経済学的な所得

として理解して

機会費用概念に

思決定のコンテ

包括利益の理論

包括利益を支持

からである。

概念のひとつである

いる。 所得は，出資者

基づく将来志向的な合理的意

キストに依拠しない，観察不

的支持根拠となっている。

しているが，それは当該概念

（ ）の所得（ ）を忠実

との取引以外を原因とした純

思決定の考え方と整合的な概

能（ ）な概念であ

は，基本的には

がヒックス所得に現実的に近

に表現している度合い

資産の変動額に相当し，

念である。それは，意

るとはいえ，しばしば

に同調する立場から

似しているという理由

およそ，包

）の

とになる」（

び負債のすべて

ることができる

ばならないとい

視という流れを

ンロンの会計改

括利益が支持される根拠は

強調は，ある項目が異常項目

）と主張さ

の変動要因を利益測定に反映

という点に求められる。この

う問題意識は，当期業績主義

方向づけてきたダイナミクス

革の精神でもあり，おそらく

，かつての包括主義におい

かどうかの判断に当たって，

れていたのと同様に，一会計

させることをつうじて，経営

ような利益測定から経営者の

から包括主義への転換，そし

というべきものであろう。そ

は， の主要メンバーに

て「当期業績（

経営者の操作を許すこ

期間における資産およ

者の利益操作を排除す

操作性を排除しなけれ

て，近年の包括利益重

れはまた，ポスト・エ

も共有されているとこ

ろのものである

こうした問題意

たとえば，『

の本質，経営者

用者の助けとな

ン・コア活動

のまたは反復的

。だが， の業績報告

識は希薄であり，強調点は別

ジェンキンス報告書』（

のパースペクティブや計画，

るとの基本認識のもと，損

（ ）との区分を

な活動のことであり，ノン・

プロジェクトに先行する米国

のところに置かれていたこと
）
）は，企業の製品やサ

さらには企業が直面するリス

益計算書の表示ついてコア活

提案している（図表５）。ここ

コア活動とは通常ではないま

での調査研究を見ると，

がわかる。

ービスを含むビジネス

クや機会への理解が利

動（ ）とノ

で，コア活動とは通常

たは非反復的な活動の

ことである。そ

い限り，コア活

らのことから，

を得ていたこと

ちなみに，同

も適用すること

コア資産には取

して，「企業のすべての業務

動であると仮定することがで

の暫定モデルにおけ

が理解されよう。

報告書は，コアとノン・コア

を提案している。同報告書は

得原価をノン・コア資産には

は，経営者によってコア活動

きる〔傍点，引用者〕」（

る は

の区別を貸借対照表やキャッ

，基本的に，取得原価の維持

時価を適用することを主張し

ではないとみなされな

）とされている。これ

，同報告書からヒント

シュ・フロー計算書に

を主張するものであり，

ている。後者のノン・

コア資産に関わ

なく，資本の部

以上は，職業

トなど利用者サ

資管理調査協会）

反対ではないが

って，金融証券を時価評価し

に計上するよう主張している

会計士団体サイドの有力な見

イドはどう考えていたであろ

の報告書（ ）は，

，それをフローの測定にまで

た際に生じる保有損益につい

。

解を示したものであるが，そ

うか。財務アナリストの団

多くの財務アナリストが，ス

反映させると利益数値のボラ

ては，損益計算書では

れでは，財務アナリス

体である （全米投

トックの時価評価には

ティリティが高まり，

（ ）



米国における業績報告問題（牧田）

利益予想が困

内生的な生

号が価格変動

の一部とする

難になると懸念していること

産活動の影響と区別して報告

に伴う未実現の評価差額につ

ことを容認した，ひとつの背

に言及した上で，価格変動

すべきことを主張した。こう

いて損益計算書を経由させ

景要因となっている。

など外生的な事象の影響を

した主張は， 第

ずに「その他の包括利益」

米国では，

ものがある。

業績と事業部

績は異なる

決定と関係の

業績（

経営者の業績と企業の業績を

管理会計の領域では，事業部

の業績との区別が強調される

であろう。この点に関して，

ない外生的要因が損益計算書

）の評価と

区別すべきであるとの主張

の評価に関わって，管理可

ように，少なくとも観念上

かつての当期業績主義の主張

から取り除かれるのであれ

将来年度の業績予測にいっそ

は古く，依然として根強い

能性の観点から事業部長の

は経営者の業績と企業の業

は，「現在の経営者の意思

ば，損益計算書は経営者の

う有用なものになる〔傍

（ ）

図表５

現行

売上高＊

売上原価＊

売上総利益
販売費および一般管理費
その他の営業費＊

『ジェン

の実務

＊

営業利益
支払利息

キンス・レポート』にお

売
売

販
研

ける損益

コア

上高
上原価
売上総利
売費およ
究開発費
一
そ
般管理費
の他の営

計算書（製造業）の例

概念／ノンコア概念を用

示

益
びマーケティング費

いた場合

業費
営業外利得＊

営業外損失＊

継続事業からの税引前
法人税費用
異常項目および会計原
調整前の経常的活動に

廃止事業セグメントから
異常項目および会計原

利益

則の変更
よる利益
の利益
則の変更

額調整前利益
異常項目

反

コ

による影響額 ノ

（損失）
による累積的影響

復的な営
税引前コ
ア利益に
コア利益
ン・コア
財務費用
損益）
異常また
（損失）
廃止事業

業外損益
ア利益
係る法人税

項目および財務費用
（例 受取利息と支払

は非反復的な取引および

による利益（損失）

利息，負

事象によ

債償還

る利益

会計原則の変更による影
純利益

１株当たりデータ
継続事業からの利益

響額

異常項目および会計原
前の利益

純利益

則の変更

会

ノ

１

計原則の
税引前ノ
ン・コア
ノン・コ
純利益

株当たり
による影響額調整 コア利益

ノンコア
純利益

変更による影響額
ン・コア利益および財務
項目および財務費用に係
ア利益および財務費用

データ

費用
る法人税

利益および財務費用

発行済株式数の加重平均

＊異常または非反復的な項目
注記 注記はコア活動とノ

目の詳細を開示する
の方針を論じるもの

ン
も
で

の影響を識別し，記述
出所 （

を含む場
・コア活
のである
ある。ま
しおよび
）

合がある。
動を区別するために用いられ
。例えば，会計方針の注記は
た注記は，異常または非反復

る
，
的

定量化するものである。

発行済株

企業の会
異常また
であると

式数の加重平均

計方針および損益計算書の項
は非反復的な取引および事象
分類される個々に重要な取引

目に含まれ
を決定する
または事象

る個々の項
ための企業
のそれぞれ



点，引用者〕」

にとって営業利

業績概念を支持

立命館経済

（ ）とい

益や通常のまたは反復的な損

するものも多い（

学（第 巻・第３号）

うものであった。しかもアナ

益項目が重要になるという意

）。「プロフォーマ

リストの中には，予測

味で，依然として当期

利益は……当期業績概

念の副産物であ

利益の出現は，

間項目に関する

こそ， の

なわち，

は，

に近い」と述べ

る」（

反復的項目と非反復的項目

指針が明確ではない，という

多くのメンバーにとって，

は， への追随ではなく

筆者のインタビューに対し

ていたが，このことは，

）との指摘があるように，近

（またはコアとノン・コア）の区

有権者のひとつの不満を表し

第一に解決されるべき問題で

，国内問題を優先したのであ

て，「継続的営業活動からの純

ならびに

年における

別や 項目などの中

ていたのである。これ

あったといえよう。す

る。

利益は，当期業績概念

が再定義された

ことの意味を端

ところで，

を経営者自らが

のビジネスに関

であり，表示上

は

的に表しているといえよう。

と比較可能

の暫定案では，包括利

その内容を定義する

する情報を経営者の観察（

の分類に際して経営者の役

を『ジェ

性

益計算書におけるビジネス

が採用され

）を通して

割を肯定的にとらえている

ンキンス報告書』におけるコ

（ ）のカテゴリー

ていた。それは，企業

提供しようというもの

ところに特徴がある。

ア活動の定義からヒン

トを得ているが

同一の事実を目

ことがあるかも

項目を識別する

（

ちなみに，こ

彼らの目的にと

，同報告書は，経営者の役割

にしているふたりの人間がコ

しれない，ということを承知

のに最善の立場にあり，利用

）。

のような経営者の役割に対す

って有用性を損なう恐れがあ

についてつぎのように指摘し

ア利益の最善の測定値に関し

している。だが，経営者は，

者はかかる知見からベネフィ

る見方は，「利用者の中には

る前期損益修正項目や特別項

ていた。「本委員会は，

て異なる結論に達する

異常または非反復的な

ットを得るであろう」

，損益計算書を分析し，

目を除去できる者も存

在するが，多く

た金額からそう

う当期業績主義

他方，

といった単一の

合わせることに

また，ビジネス

の利用者はそのようには訓練

した項目を除去するのによ

の主張と見事に一致している

のモデルは，イギリスの業績

指標に集約するのではなく，

よって業績を理解するという

のカテゴリーについては

されていない。経営者は……

り相応しい立場にある」（

。

報告書の考え方に基礎を置い

利用者自身がさまざまな業績

情報セット・アプローチにヒ

ないし とする方

純利益として意図され

）とい

ており，業績を純利益

の構成要素を適宜組み

ントを得たものである。

式，すなわち，財務な

どビジネス以外

をビジネスとす

れている。

表示上の分類

示しているが，

立が横たわって

のカテゴリーに関する判断規

る方式を採用している。ここ

を行う上での経営者の役割

そればかりではない。その根

いる。 （ ）

準を明確にしたうえで，その

では，経営者の判断が介入す

に対する と のス

底には，会計方法の統一性を

のいう条件別統一性（

規準を満たさない項目

る余地は著しく制限さ

タンスは著しい対立を

どう捉えるかという対

）と無条件統一

（ ）



性（

象にはこれと

適用する，と

米国にお

）との対立がそれであ

対応する唯一の会計方法を使

いう意味での統一性である。

ける業績報告問題（牧田）

る。前者は，経済的実質の相

用し，これと異なる事象に

これに対して，後者の無条

違に基づいて，同一の事

は異なる唯一の会計方法を

件統一性とは，経済的実質

の相違に関係

一見，

る弾力性（ま

済的実質，例

それらが将来

況にはこれ

するならば，

なく，取引の形態ごとに唯一

は，経

たは任意選択方式）の例のよう

えば，経営者の採用するビジ

へ与える経済的インパクト

に対応する唯一の表示方法を

条件別統一性の例とみなす

の会計方法の使用を求める

済的実質の類似する事象につ

であるが，そうであろうか。

ネス・モデルやプロダクト

（キャッシュ・フロー）の相違に

要求するものが

ことができよう。これに対し

方式である
）
。

いて複数の方法を容認す

ビジネスの基礎にある経

・ポートフォリオ，さらに，

基づき，企業に固有の状

であると理解

て， のモデルの基礎
）

にあるのは，

企業に固有の

レードオフの

操作を排除す

一性の見方

なる。

して，ビジネ

経営者の判断を介入させない

は， のボード・ミーテ

状況にレリバントな情報が提

問題を指摘していた。その基

ることが，比較可能性を高め

からすると，

に基づく

スに関する意思決定に関する

点で，無条件統一性である

ィングの中で，

供される一方で，比較可能

礎にあるのは，無条件統一

ることになるとの主張であ

は，比較可能性を高

業績尺度は，経営者自身も会

自己評価のために，また，

。

を採用すると

性が犠牲になるという，ト

性を採用し，経営者の会計

ろう。ところが，条件別統

めると主張されることに

計測定値の自家利用者と

将来の業績見通しのために

利用すると

者〔または利

するものと

しろ高める

会計方法で処

去することが

るノイズは除

ころのものであろうから，経

用者〕と経営者にともに適

なろう。このことから

ことになると理解されよう。

理した場合に会計情報にもた

可能であるが，異なる事象を

去できないのである（

済的実質をよりよく反映して

合的（ ）」な利益情報

の採用は，

（ ）が指摘したよう

らされるノイズは，開示等

同じ会計方法で処理した場

）。

いるという意味で，「所有

（高寺 頁）を提供

企業間の比較可能性をむ

に，類似の事象を異なる

の手段によってある程度除

合に会計情報にもたらされ

ところで，

ると，互いに

結果，測定

ためには，開

区分に分類し

根拠とともに

分析」（

『ジェンキンス報告書』も認

接触のない複数の者が会計測

値の検証可能性（ ）

示等の手段によって，なぜ，

たのか，その基礎にある経済

明らかにすることが経営者に

識していたように，

定値に関して異なる結論に

が損なわれるおそれがある。

経営者はある項目をビジネ

的実質に対してどのような

求められよう。とすれば，

）といった開示手段は

を採用す

達する可能性があり，その

こうした問題を克服する

ス活動（またはコア活動）の

判断を行ったのかについて，

そこでの「経営者の討議と

，従来とは異なるものとな

るであろう。

ない。このよ

ものに関わる

また，監査人の役割について

うに，業績報告の問題は，デ

問題としても提起されている

も，従来とは異なる役割が

ィスクロージャーや監査を

のである。

期待されているのかもしれ

含む財務報告のあり方その

（ ）
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びにかえて

これまでの検

対置させるなら

純利益やリサイ

を重視するのか

暫定的であると

ではないことが

討から明らかなように，

ば，そこでの論点は，純利益

クリングを放棄するのかとい

， に追随するのか，と

はいえ国内問題を優先した。

わかる。そこでは，経営者

の業績プロジェクトを

や「その他の包括利益」を維

う一点に集約されよう。同時

いう論点として置き換えるこ

しかし，本稿での検討を見る

の業績か企業の業績か（あるい

のプロジェクトと

持するのか，それとも

に，それは，国内問題

とができる。 は，

限り，論点はそれだけ

は，両者の区別をすべき

かどうか），表示

統一性ないし比

の役割をどう考

としても提起さ

ンバーは異なる

わざるを得ない

さらに，本稿

に対して２つの

分類に際して経営者の役割を

較可能性をどう理解するのか

えるのかなど，業績報告の問

れているのである。そして

考え方をもっているのである

。

での検討をつうじて得られた

要請――損益計算書を

どのように見るかという点に

，検証可能性に関わってディ

題は，財務報告制度のあり方

，多くの論点にわたって，

。それゆえ，両者の隔たりは

もうひとつの知見は，米国で

なものにしようという

も及んでいる。また，

スクロージャーや監査

そのものに関わる問題

と の主要メ

あまりにも大きいとい

は歴史的に，業績報告

要請と，損益計算書に

おいて何らかの

らかの一方を退

すなわち，前

ら，当期業績主

形づくってきた

括主義のもと，

益」という境界

境界線すなわち を設け

けるのではなく双方の要請に

者の要請は，利益測定から経

義から包括主義への転換，そ
）
。その一方で，現行の損益計

項目として当期業績

線を設けるものとなっており

ようという要請――があり，

応えようとしてきたことであ

営者の操作を排除すべきとい

して，近年における包括利益

算書は，後者の要請に応える

主義的な利益を意味する「継

，その である

米国の会計制度はどち

る。

う主張に支援されなが

の重視へという流れを

べく，いわゆる修正包

続的営業活動からの利

純利益も，実現概念の

適用をつうじて

割を果たしてい

ている点で，前

利益」を示して

のアイデアをも

サイクリングの

フローに基づく利益計算とス

る。まさに， の暫定

者の要請に応えようとしなが

いる点では，利益ないし業績

継承するものとなっている

問題を含め，今後の動きが注

トックに基づく利益計算との

モデルは，シングル・ステー

らも， 項目として「継

の構成要素に何らかの境界線
）
。 がこうした路線を維

目される
）
。

間の境界線としての役

トメント方式を採用し

続的営業活動からの純

を設けようという従来

持できるかどうか，リ
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してい
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ることを指摘している。

的に包括主義は， や
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項目と

）は，業績報告において

なく，摂取・継承しているもの
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した動きについては，セグメ

（ ）


